
担当：初等中等教育局特別支援教育課

インクルーシブな学校運営モデル事業
現状・課題

事業内容

令和6年度予算額 0.8億円（新規）

件数・単価 14箇所×約5.5百万円 委託先 教育委員会、大学等

  障害のある児童生徒の学びの場の連続性を高めるため、特別支援学校と小中高等学校のいずれかを一体的に運営するインクルーシブな学校運営モデルを構築し、障害のある
 児童生徒と障害のない児童生徒が交流及び共同学習を発展的に進め、一緒に教育を受ける状況と、柔軟な教育課程及び指導体制の実現を目指し、実証的な研究を実施する。
その際、異なる教育課程を踏まえた柔軟な教員配置も含めた校内体制等についても併せて研究を行う。

➤ 一体的に運営する特別支援学校と小学校等を「学校運営連携校」に指定
 学校運営連携校に「連携協議会」を設置
（構成員：教育委員会、学校運営連携校の校長等、カリキュラム・マネージャー、外部専門家など）  
 特別支援学校の教育課程と小学校等の教育課程をコーディネートするカリキュラム・マネージャーの配置  

➤ 交流及び共同学習を発展させた柔軟で新しい授業の在り方の研究
➤ 現行の教員配置に拘らない専門性を高めた授業実施のための体制構築の在り方の検討 など

少子化により学齢期の児童生徒の数が減少する中、障害や特別支援教育に関する理解や認識の高まり等により、特別支援教育を必要とする児童生徒の数が増加している。そのような
中、障害のある児童生徒やその保護者のニーズは更に多様化してきている。また、令和４年9月の障害者権利委員会の総括所見においても、よりインクルーシブな取組を求める勧告がなされ
ている。このような状況を踏まえ、障害のある子供と障害のない子供が可能な限り同じ場で共に学ぶための環境の整備をはじめ、よりインクルーシブな社会の実現のため、関連施策等の一層の
充実を図ることが求められている。 【参考】 骨太2023 第４章５（質の高い公教育の再生等）インクルーシブな学校運営モデルの構築など特別支援教育の充実等を図る。
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※分校・分教室含む

併設型
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一体的運営
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学校運営連携校

隣接型

連携類型（例）

運営方針の提示等

（出典）障害のある児童生徒との交流及び共同学習等実施状況調査結果（H29）

【特別支援学校と小・中学校との交流及び共同学習の実施状況】
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